155V1付属証明書

507V1 付属証明書


エコマーク商品類型No.507「電力プランVersion1」付属証明書(案)
本付属証明書は、エコマーク商品類型No.507「電力プランVersion1」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」(様式2)とともに提出して下さい。
	申込日：20
	年
	
	月
	
	日

	申込サービス名
	

	申込者 (会社名)
	
	印(社印を捺印)


	＜付属証明書の作成方法＞

1. 申込サービスに関する必要事項を「記入欄」に記載し、「適合/不適合」にチェックして下さい。
2. 「添付証明書」欄の各証明書を用意して下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。

　　　　※「添付証明書」が網かけとなっている項目は、添付証明書の提出は不要です。
3. 各証明書の作成は記入表を参照して下さい。

4. 「添付証明書」の発行者は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。


	項目
	記入欄／添付資料　※該当する□にチェックして下さい

	エコマーク表示(予定)の媒体
※原則として申込サービスを紹介する広告媒体(パンフレット、ウェブサイト)などにエコマークを表示すること
	□リーフレット　／ □Webサイト　／□環境報告書 
□その他 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

	エコマーク表示予定設計図

エコマークの表示方法は「エコマーク使用の手引」を参照下さい。
	エコマーク表示予定設計図(書式自由・原稿)をご提出下さい。

※様式2の｢エコマーク表示見本｣の画像をご活用ください


	
	エコマークを表示しない(予定)場合は、その理由を記載下さい。

【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

	申込者が該当するものにチェックをしてください。
	 □小売電気事業者
□小売契約の代理店
□小売契約の取次ぎを行う事業者
□小売契約の媒介を行う事業者


	4-1. 環境に関する基準と証明方法


	項目
	基準概要＆記入欄
	適合/不適合
	添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1.
(1)
	当該プランにおける調整後二酸化炭素排出係数が基準値を満たす。(毎年、前年度の実績値の報告を行う)

直近のCO2排出係数の報告形式

□　メニュー別排出係数
□　事業者別排出係数
□　事業者別排出係数(電源構成または二酸化炭素排出係数が違うプランが複数ある)→※記入表1「プランごとの二酸化炭素排出係数の内訳」を提出

　　　　公表日
　　　　　　　　年度　公表日：　　　　　　　　 　　　
　　追加修正日(該当する場合)：　　　　　　　　　
	 □ はい

 □ いいえ
	メニュー別「温対法における特定排出者の他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素排出係数の算定に用いられる排出係数について」の報告書の写し、
および記入表1「電力プランごとの二酸化炭素排出係数の内訳」
	申込者

	
	本年度（申請時年度）の調整後二酸化炭素係数が基準値を満たす。
	□ はい

 □ いいえ
	
	

	4-1.
(2)
	当該プランにおける再生可能エネルギー等の利用率（前年度実績）が基準値を満たす。
	 □ はい

 □ いいえ
	記入表2
電力プランにおける再生可能エネルギー等の利用率
	申込者

	
	本年度（申請時年度）の再生可能エネルギー等の利用率が基準値を満たす。
	□ はい

 □ いいえ
	
	

	4-1-1.
(3)
	当該電力プランについて、下記①および②に関する情報提供を消費者に行っている。
ただし、②については、検針票やメールなどで少なくとも「i」または「j」どちらかを含めた2つ以上が記載されていること。（なお、ウェブサイトに契約者が情報を確認できる専用サイトを設け、定期的に更新し、更新の際にメールで契約者に連絡を行うことでもよい。）
	□ はい
 □ いいえ
	ユーザーへの情報を記載した取扱説明書、ウェブサイト、リーフレット、検診票などの該当部分の写し
	

	
	
	WEBサイトでの情報提供がある
□はい(右証明書の提出が必要)
□いいえ
	該当プランの説明ページから①の掲載ページまでの順序を示した資料
	

	
	項　　　目
記載
① 契約前のユーザーに対して提供する情報

a.当該プランの前年度の二酸化炭素排出係数(調整後)の実績値の記載
□ある/□なし
b.当該プランの前年度の電源構成(実績値)の記載
□ある/□なし
c.非化石価値証書(再生可能エネルギー指定)の購入分を再生可能エネルギー等の利用率に含める場合には「電力の小売営業に関する指針」に記載のある訴求方法で電源構成の付近に記載
□ある

□なし
□対象外
d. グリーンエネルギーCO2削減相当量認証制度により所内消費分の電力に由来するものとして認証されたグリーンエネルギーCO2削減相当量を活用していることの説明
□ある/□なし
□対象外

  e.J-クレジット制度で認証されたクレジットを活用していることの説明
□ある/□なし
□対象外

f. FIT電気について誤解を招かない説明
□ある/□なし
□対象外

g.日本卸電力取引所から調達した電気を含む場合、その特性を明示
□ある/□なし
□対象外

h.他社から調達した電気の電源構成の仕分けの考え方を明示
(常時バックアップ、発電所の特定できない電気など)
□ある/□なし
□対象外

2) 契約後にユーザーに提供する情報（i、jいずれかは必須）
i. 契約者の当月のエネルギーの使用量の前年同月の使用量に関する情報
□ある/□なし
j. 契約者の過去1年間の月別のエネルギーの使用量および使用料金に関する情報
□ある/□なし
k. 契約者と電気の使用状況がよく似た家庭(契約形態、住居形態、エリアなど)とのエネルギー使用量の比較および省エネアドバイス
(推奨項目)
□ある/□なし
ℓ. 省エネや節電に繋がる電気機器の選び方や使い方など
(推奨項目)
□ある/□なし


	4-1.
(4)
	該当プランの小売供給を行う事業者は立地している地域の環境法規等を順守している。
	 □ はい

 □ いいえ
	記入表3
環境法規等順守証明書
	小売供給を行う事業者の責任者、または
事業代表者

	
	申込日より過去5年間の環境法規等の違反がない。もしくは、違反があった場合には、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守している。
	 □ はい

 □ いいえ
	
	

	4-1.
(5)
	当該プランで使用する再生可能エネルギーについて、少なくとも調達量上位5施設、および太陽光発電施設の内、2MW以上の発電規模の施設についてチェックリストの実施状況を確認している。
	□ はい
 □ いいえ
	別表1再生可能エネルギー由来電源の環境配慮に関するチェックリスト
	申込者

	4-1.
(6)
	下記項目について、①～⑦の内、一項目以上適合している。
	□ はい
 □ いいえ
	関連資料
	申込者

	
	項　　　目
記載
①デマンドレスポンスシステムや省エネに寄与するプランを提供している。
□はい/□いいえ

②供給する電力に、未利用エネルギーを活用している。
□はい/□いいえ
③発電所の見学会の開催または環境教育などを実施している。
□はい/□いいえ
④植林などの環境保全活動、または環境保全を目的とした寄付などを行っている。
□はい/□いいえ
⑤環境マネジメントシステム認証（ISO14001等）の取得、もしくはそれに準じた社内規格があり、適切に運用されている。
□はい/□いいえ
⑥環境報告書またはCSR報告書などを作成し公表している。
□はい/□いいえ
⑦その他（具体的に記載）
　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
□はい/□いいえ


	4-1.
(7)
	「電力の小売営業に関する指針」における「問題となる行為」に該当する行為がない。
	□ はい
□ いいえ
	
	


記入表1　電力プランごとの二酸化炭素排出係数の内訳
	
	
	

	発行日：

年

月

日

（発行者：会社名）

印（社印を捺印）
　* 発行者は申込者
	発行日：

年

月

日

（発行者：会社名）

印（社印を捺印）
　* 発行者は申込者
	発行日：

年

月

日

（発行者：会社名）

印（社印を捺印）
　* 発行者は申込者

	事業者排出係数：　　　　　　　　　　　　　　　　　kg-CO2/kWh
	
	
	


全供給量　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kWh(供給期間：　　　　　年　　　月～　　　　年　　　月)
	No.
	プラン名
	プランごとのCO2排出係数
(kg-CO2/kWh)
	供給量(kWh)

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	残渣分
	
	

	
	
	合計(kWh)
	


※プランが5つ以上ある場合には、この表に行を追加してご記載ください。
記入表2　電力プランにおける再生可能エネルギー等の利用率
	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


　* 発行者は申込者

申込プラン名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(供給期間：　　　　　年　　　月～　　　　年　　　月)
	使用電源
	内訳(kWh)
	備考

	①水力
	
	

	②太陽光
	
	

	③風力
	
	

	④地熱
	
	

	⑤バイオマス
	
	

	⑥FIT電気
	
	

	揚上水力
	
	

	火力(石炭)
	
	

	火力(石油)
	
	

	火力(LNG)
	
	

	原子力
	
	

	卸売市場
	
	

	インバランス供給
	
	

	未利用エネルギー
	
	未利用エネルギーの内容の説明
　

	その他(　　　　　　　)
	
	

	合計(kWh)
	
	A
	　　

	⑦活用したクレジット、
証書分の発電量
	
	※活用したクレジット、および証書の認定番号を記載
(複数ある場合は全て)


	再生可能エネルギー利用量(kWh)
①＋②＋③＋④＋⑤＋(⑥×0.5)＋⑦
	
	B
	


○再生可能エネルギー等の利用率(%)＝　A　/　B　×100　
＝ (          　　(kWh)) / (           　(kWh) )×100
＝ （　　　　　　　　    　）％
記入表3　
公益財団法人日本環境協会

　　エコマーク事務局　御中

環境法規等順守証明書

	発行日：　　　　　　２０
	
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)
(施設名)
(責任者名) 役職名　　　　　　氏名
	印

(社印を捺印)

	施設住所：

	TEL　　：


　　　

　　　* 責任者名は、事業代表者もしくは施設責任者
* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効
下記の事項に適合していることを証明します。

記

１．サービスの提供にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など(以下「環境法規等」という)を順守していることを証明します。

　　　(以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。　別紙一覧提出可)
	事業所に関連する環境法規等の名称
	備考

	□ 大気汚染防止法
	

	□ 水質汚濁防止法
	

	□ 騒音規制法
	

	□ 振動規制法
	

	□ 悪臭防止法
	

	□ その他：
	


※ “その他”には事業所が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること(例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定)
２．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。

(該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。)
　　□　過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。
□　創業(　　　　年)以来、関連する環境法規等の違反はありません。

　　□　過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。

※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。
	a.違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)
1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)
3)記録文書の保管について定めたもの

4)再発防止策(今後の予防策)
5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


　　□　過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。

以上 

	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


別表1　再生可能エネルギー由来電源の環境配慮に関するチェックリスト
・当該電気プランに使用される再生可能エネルギー等(4-1.(2)の①および⑤)について、以下の項目に基づいて実施状況を確認するとともに、適切に運営している施設から優先的に調達するよう努めること。ただし、自社・関係会社での発電分および他社からの購入分のうち、再生可能エネルギー等の調達を行う全ての施設が対象であるが、少なくとも調達量(kWh)上位5施設、および2MW以上の太陽光発電施設について確認していること。また、確認を行った施設について、施設一覧に記載すること。
※各項目の確認にあたっては、資源エネルギー庁公表の「事業計画策定ガイドライン」および「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」などを参考に実施状況を確認することが望ましい。

(下記の電源の種類の内、該当する□全てにチェックし、各電源で該当する項目、および「共通」項目の確認状況について、該当する□にチェックしてください。)

	電源の種類
	申込プランで供給される電力に含まれる再生可能エネルギー電源について、本項に該当するもの全てを右欄にチェックし、該当項目の適合状況を下表に記載。
	□水力(中水力を含む)：→項目1に適合
□風力：項目2に適合、□洋上風力：項目3に適合
□太陽光：→項目4～6に適合
□バイオマス：→下欄
□地熱：→項目14、15に適合

	バイオマス発電が含まれる場合
	調達される燃料の種類について、右欄の該当するもの全てにチェックし、該当項目の適合状況を下表に記載。
	□国内森林に係る木質バイオマス→項目7、8に適合
□輸入木質バイオマス→項目9、10に適合
□農作物の収穫を伴って生じるバイオマス→項目11～13に適合


	No.
	項目
	内容
	実施状況
	確認の方法

	1
	水力
	水利使用に係る手続きを適切に実施している。
【参考：事業計画策定ガイドライン(水力発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□水利使用に係る手続きに関連する書類で確認している。
□河川法などの法令に基づき手続きを実施していることを確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的に記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　 ]

	2
	風力
	発電設備の稼働音等が地域住民や周辺環境に影響を与えないよう、適切な措置を講じている。
【参考：事業計画策定ガイドライン(風力発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□当該発電事業に関して、訴訟等の問題が起きていないことを確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的に記載
　[　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　 ]

	3
	洋上風力
	港湾法に基づく公募対象施設等の基準に適合した設計を行い、構造設計について港湾法管理者に申請し、水域占用の許可を得ている。
【参考：事業計画策定ガイドライン(風力発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□港湾法などの法令に基づき手続きを実施していることを確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的に記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　 ]

	4
	太陽光
	発電事業者が発電設備の稼働音等や発電設備からの電磁波や電線を通じた電磁波が、地域住民や周辺環境に影響を与えないよう、適切な措置を講じている。

【参考：事業計画策定ガイドライン(太陽光発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□当該発電事業に関して、訴訟等の問題が起きていないことを確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的に記載
　[　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　 ]

	5
	
	発電事業者が太陽電池モジュールからの反射光が周辺環境を害することのないよう、適切な措置を講じている。
【参考：事業計画策定ガイドライン(太陽光発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□当該発電事業に関して、訴訟等の問題が起きていないことを確認している。

□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的に記載) 

　[　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　 ]

	6
	
	事業終了後の発電設備について、環境省「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン」に則り、適切な撤去および処分の時期・方法を見込んだ事業計画を策定している。
【参考：事業計画策定ガイドライン(太陽光発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的に記載)
　[　　　　　　　　　    　　　　　　　　　        ]

	7
	バイオマス燃料
(国内木質バイオマス)
	発電事業者が行う燃料調達及び使用計画に当たっては、調達予定先となる全ての都道府県林政部局(国有林の場合は森林管理局等)に対して事前の説明が行われている。
【参考：事業計画策定ガイドライン(バイオマス発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□都道府県林政部局への説明用資料で確認している。

□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	8
	
	発電事業者が「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に則り、調達するバイオマス燃料が「間伐材等由来の木質バイオマス・一般木質バイオマス・建設資材廃棄物」のいずれかに適切な識別され証明を行われている。
【参考：発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□調達するバイオマス燃料が適切に選別されていることを示す証明書を確認している。
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	9
	バイオマス燃料
(輸入木質バイオマス)
	発電事業者が行う燃料調達について、当該計画が既存用途へ与える影響を最小限にするように努め、加工・流通を行う取扱者において、持続可能性(合法性)が証明された木材・木材製品を用いている。
【参考：事業計画策定ガイドライン(バイオマス発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	10
	
	発電事業者が、国内の燃料調達事業者だけに留まらず、現地燃料調達事業者等との（直接又は商社等を通じた間接の）燃料安定調達協定等を確保している。
【参考：事業計画策定ガイドライン(バイオマス発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□現地燃料調達事業者等との安定調達協定等に関する資料を確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	11
	バイオマス燃料
(農作物の収穫を伴って生じるバイオマス)
	農産物の収穫に伴って生じるバイオマス（パーム油、PKS、パームトランク）について、発電事業者の行う当該計画が既存用途へ与える影響を最小限にするように努めている。
【参考：事業計画策定ガイドライン(バイオマス発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	12
	
	農産物の収穫に伴って生じるバイオマス（パーム油、PKS、パームトランク）について、発電事業者が国内の燃料調達事業者だけではなく、現地燃料調達事業者等との（直接又は商社等を通じた間接の）燃料安定調達協定等を確保し、かつ、流通経路（トレーサビリティがあること）を確認している。
【参考：事業計画策定ガイドライン(バイオマス発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　    　        ]

	13
	
	バイオマス液体燃料のうちパーム油については、現地燃料調達事業者等が例えばRSPOなどにより、環境・社会への影響や労働の評価、かつ非認証油と混合することなく分別管理されているかなど、持続可能性(合法性）が認証された書類の交付を受けていることを発電事業者が確認している。
【参考：事業計画策定ガイドライン(バイオマス発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□持続可能性(合法性)について第三者が認証したことを確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	14
	地熱
	発電事業者が「源泉モニタリングの要件」に記載する要件に照らして適切な源泉モニタリングに係る実施計画を策定し、計画どおり実施している。
【参考：事業計画策定ガイドライン(地熱発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
□非該当
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□源泉モニタリングの実施に関する資料で確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	15
	
	地熱発電事業者が当該地熱発電事業者の地熱発電設備に蒸気・熱水を供給する坑井を所有していない場合は、当該坑井の所有者に源泉モニタリングに係る実施計画の策定・実施を求めている。
【参考：事業計画策定ガイドライン(地熱発電)】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
□非該当
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画書などの書類で確認している。
□当該坑井の所有者の源泉モニタリングの実施に関する資料で確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	16
	地域との関係構築
(共通)
	発電事業者が地域住民とのコミュニケーションを図るに当たり、配慮すべき地域住民の範囲や、説明会の開催や戸別訪問など具体的なコミュニケーションの方法について、自治体と相談している。
【参考：事業計画策定ガイドライン】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画などの書類で確認している。
□地域住民への説明資料等で確認している。

□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]

	17
	
	環境アセスメント手続の必要がない規模の発電設備の設置計画について、発電事業者が自治体と相談の上、環境・景観への影響等について、地域住民への説明会を開催するなど、事業について理解を得られるように努めていること。
【参考：事業計画策定ガイドライン】
	□適切に実施していることを確認した
□確認したが実施はされていない

□確認していない
	□発電事業者へのヒアリングで確認している。
□事業計画などの書類で確認している。
□地域住民への説明会資料などで確認している。
□FITの認定通知書で確認している。[認定年度：　　　　]
□その他(具体的な方法を記載)
　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　            ]


 確認実施施設一覧
調達量上位5施設

	
	発電施設名
	電源の種類

	①
	
	

	②
	
	

	③
	
	

	④
	
	

	⑤
	
	

	⑥
	
	

	⑦
	
	

	⑧
	
	


2MWを超える太陽光発電施設　
	
	発電施設名

	①
	

	②
	

	③
	


　□該当施設なし
　※3施設以上ある場合には、この表に行を追加してご記載ください。
再生可能エネルギー等を調達した施設について確認した割合(①、②いずれかにご記載ください)
①　　　　　　　　　　　　　　　　　  (kWh) /　　　　　　　　　　　　　　　　(kWh)　 ⇒　　　　　　　　　　％(kWhベース)
②　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業者) /　　　　　　　　　　　　　　　　(事業者)　⇒　　　　　　　　　　％(事業者ベース)
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